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分類に対する塗装仕様の一例を表 2.1.1.2～表 2.1.1.4に示す． 
 
表 2.1.1.1 塗装系の分類 
分類 コンクリート部材の種類・使用条件 
A種 プレストレストコンクリート部材に一般に用いる塗装系  































パテ エポキシ樹脂パテ － 0.30 へら 








































































































なお，日本工業規格では，「建築用仕上塗材」としてJIS A 6909 建築用仕上塗材が1972年






























① 素地調整工：コンクリート表面の汚れ，脆弱部分を取り除く作業．  
② は つ り 工：コンクリートのはく離，ひび割れの発生部分を取り除く作業．  
③ 防錆処理工：鉄筋の錆を除去し，鉄筋防錆材を塗布する作業．  
④ 下地処理工：プライマーおよび不陸調整材を塗布する作業．  
⑤ 断面修復工：欠損断面を断面修復材により，元の断面形状まで修復する作業． 
⑥ 主 材 工：主材を塗布する作業． 







表 2.1.1.5 各材料の機能と目的 





















主  材 
水密性，気密性をもち，コンクリートおよびコンク
リート中の鉄筋の劣化を防ぐ 
仕上げ材 主材の耐候性および美観の向上を図る  

















































→ 2007年（平成19年）改訂（表 2.1.2.3，表 2.1.2.4） 
1990年（平成 2年）：山陽新幹線RC高架橋での表面被覆工法の試験方法・品質規格制定  
ライニング材料規格値を制定（西日本旅客鉄道），  





























① DK-CP-1 エポキシ樹脂プライマー 
② DK-CP-2 ポリウレタン樹脂プライマー 
③ DK-CP-3 エポキシ樹脂塗料中塗り 
④ DK-CP-4 柔軟型（形）エポキシ樹脂塗料中塗り 
⑤ DK-CP-5 柔軟型（形）ポリウレタン樹脂塗料（用）中塗り 
⑥ DK-CP-6 厚膜型（形）エポキシ樹脂塗料中塗り 
⑦ DK-CP-7 厚膜型（形）ビニルエステル樹脂塗料中塗り 
⑧ DK-CP-8 ポリウレタン樹脂塗料上塗り 
⑨ DK-CP-9 柔軟型（形）ポリウレタン樹脂塗料上塗り 
 
表 2.1.2.1 塗装材料の品質（道路橋の塩害対策指針（案）・同解説）12) 
塗装系種別 
項目 

































表 2.1.2.2 コンクリート表面被覆材の性能照査項目（NEXCO）13) 
















酸素透過阻止性 標準養生後 塗膜の酸素透過量が5.0×10-２mg/cm2日以下 
水蒸気透過阻止性 標準養生後 塗膜の水蒸気透過量が5.0mg/cm2日以下 





































































予防保全 中防食 重防食 耐汚染 ASR 
A種  
















































－ －  － 
O2遮断性 
(mol/m2・年) 
－ － 1.00以下 0.34以下 － －  － 






























表 2.1.2.5 東海道新幹線鉄筋コンクリート構造物維持管理標準 
コンクリート保護材の品質規格値15) 




























標準状態 1.0N/mm2以上  
耐アルカリ性試験
後 
































面処理材の基本規格値を表 2.1.2.6 に，表面処理材認定規格値を表 2.1.2.7 に示す． 
西日本旅客鉄道㈱では，コンクリート構造物への表面被覆工法の適用に対し，1990 年







① 中性化阻止性能および耐久性能は「1.5mm 以下／20 年」を目標値とする 
② 適切な施工管理システムが確立されている  
③ 塗膜の劣化により将来的に母材に悪影響を与えない  
④ 塗膜が劣化していない部分には重ね塗りの補修が出来る  
⑤ 規制値を超える環境有害物質を周辺環境に放散しない 
 
表 2.1.2.6 西日本旅客鉄道表面処理材基本規格値 16) 
規 格 項 目 試 験 方 法 規  格  値 記      事 
中 性 化 阻 止 性  30℃，R.H.60％，CO25％ 28 日間促進，平均 0.0ｍｍ ｺﾝｸﾘｰﾄ配合 W/C=70% 
促 進 耐 候 性 
JSCE-K 511(キセノンランプ法)により 1,500 時間照射後，「膨れ」「割れ」「は
がれ」に異常がなく，かつ「光沢保持率」「色差」「白亜化」の測定項目のう
ち，2 項目以上が規格値を満足すること． 
JIS K 5600-8-2（膨れ） 異常なし  
JIS K 5600-8-4（割れ） 異常なし  




JIS K 5600-4-6（色差） 3.0 以下  
JIS K 5600-8-6（白亜化） 0 または 1  
付 着 性 JSCE-K 531 1.0N/mm2 以上  
酸素透過阻止性 製科研式 改良 1.5×10－2mg/cm2･day 以下 試験板にモルタル使用． 
水 遮 断 性 JIS A 1404 改良 0.05g 以下 加圧時間 6 時間とする． 
水 蒸 気 透 過 性  JIS A 1171 7.11 0.03mg/cm2･day 以上 放湿とする． 

















表 2.1.2.7 西日本旅客鉄道表面処理材認定規格値 16) 
性能項目 試  験  方  法 規    格    値 
中性化阻止性 




酸素透過阻止性 暴露 1 年後，製科研式改良 1.5×10-2mg/cm2・day 以下 




JIS K 5600-8-2（膨れ） 
JIS K 5600-8-4（割れ） 




JIS K 5600-4-7 光沢保持率 70％以上 
JIS K 5600-4-6 色差 5 以下 
JIS K 5600-8-6 白亜化 0，1 または 2 
水遮断性 暴露１年後，JIS A 1404 改良 0.05g 以下 
水蒸気透過性 暴露１年後，JIS A 1171 7.11 0.03mg/cm2･day 以上 




















































































－ － － － －
温冷繰り返し試験後 － － － － － －






































促進耐候性試験後(3000時間) － － － － －


























標準養生後　　　　　気中養生 25/25 1.0N/mm2以上 1.0N/mm2以上 暴露1年後 1.0N/mm2以上 標準状態：1.5MPa以上，吸水状態：1.2MPa以上
水中養生 － － － － －
反水中養生 － － － － －
促進耐候性試験後 － － － － － －
温冷繰り返し試験後 － － － － － －
耐アルカリ性試験後 － － 0.7N/mm2以上 － － －





















































































































































































































(1) コンクリート補修材の品質特性－コンクリート塗装材・断面修復材・鉄筋防錆材－ 6) 








結果をもとに，塗装材の品質規格として．日本道路公団 維持管理要領(橋梁編)，第 3 編コ
ンクリート構造物[Ⅱ]高欄・地覆，塗装材料規格を作成した． 
 
(2) 暴露試験と促進試験によるコンクリート塗装材の性能検討 9) 
吉田 敦，濵田 達也，本村 均 
日本道路公団試験研究所報告，Vol.37，pp.85-95，2000.11 
現状のコンクリート塗装材の新たな基準試験方法を提案するため，室内での促進試験お
よび暴露試験結果と併せて検討を行った．   
① 外観・遮塩性・ひび割れ追従性で，当時の品質基準を満足できない塗装仕様が多い． 
② 北陸地方暴露では主材が有機系の方が，ポリマーセメント系より遮塩性が著しく低下． 
















③ 塗膜の粘弾測定結果より，従来の 28 日養生では各材料の架橋反応は終結していないこ
とが判明．少なくとも塗膜の硬化には，6 か月程度の養生期間が必要． 




(4) コンクリート構造物の塗装系防食材の追跡調査に基づく評価 19) 
安藤 幹也，藤原 俊明，山本 雅貴，山田 卓司 




















(5) コンクリート表面被覆材の耐久性向上に関する検討 10) 
竃本 武弘，野島 昭二，藤田 庫雄 
コンクリート工学，Vol.47，No.2，2009.2 
コンクリート表面被覆材耐久性向上に向けた基準改訂 11)， 
竃本 武弘，野島 昭二 
NEXCO 技術情報，第 7 号，2009.3 







(6) 再アルカリ化工法適用後のコンクリートに対する塗膜の適応性に関する検討 20) 













(7) 再アルカリ化後に施工した表面被覆工法の経年調査結果 21) 










(8) 山陽新幹線 RC 高架橋に適用する表面被覆工法の評価方法について 22) 








① 試験は室内試験と暴露試験の 2 種類を実施． 
② 暴露試験の中性化阻止性は暴露 1 年，3 年および 5 年後で評価を行う．付着性，塗膜
の耐久性および鉄筋腐食抑制性能は暴露 1 年後に評価する． 
③ 暴露試験の中性化阻止性は，供試体の W/C を 70％とし，暴露後の中性化促進期間を
56 日間とする． 
 
(9) 各種表面被覆材の長期内陸・海洋暴露による耐久性能 23) 
宮下 剛，元売 正美，椎名 貴快，荒木 昭俊，岸 利治 
土木学会年次学術講演会，Vol.67，pp.251-252，2012.9 














(10) 付着性能による表面被覆工法の耐久性評価手法について 24) 

















(11)-1 コンクリート構造物のアップグレード技術総論 25) 









(11)-2 表面保護工を中心とする材料・技術の変遷 26) 








工法を対象とし，材料や技術の変遷をまとめた．   
 
(11)-3 適用事例 27) 






 (11)-4 表面保護工を対象とした各種試験方法と今後の課題と将来展望 28) 









(12) 表面被覆工法の付着特性に着目した耐久性評価方法に関する研究 29) 
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ンプ式」とする．），写真 3.1.2 にキセノン照射ランプ，写真 3.1.3 に芯材にセリウム化合物
を含有し，表面に銅等の金属被覆を施したカーボンをアーク放電させるサンシャインカーボ
ンアーク式促進耐候性試験機（以下「サンシャインカーボンアーク灯式」とする．），写真 3.1.4























































① 二酸化炭素遮断性（中性化阻止性）：二酸化炭素透過量，中性化深さ，中性化速度係数  
② 付着性（付着強度）：躯体コンクリートとの接着性 





















れる重要な基本要求性能のため，「主として必要な要求性能」の位置づけとしている．   
 




中性化 塩害 凍害 化学的侵食 
アルカリ 
骨材反応 
付着性（付着強度） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
ひび割れ追従性（柔軟性） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
二酸化炭素遮断性（中性化阻止性） ◎ ○ △ △ ○ 
塩化物イオン遮断性（遮塩性） ○ ◎ ○ △ ○ 
酸素遮断性 ○ ○ － △ ○ 
凍結融解抵抗性 － － ◎ － － 
耐薬品性(耐酸性[硫酸等]，耐アルカリ性) － － － ◎ － 
防水性（遮水性） ○ ○ ◎ ○ ◎ 
水蒸気透過性（透湿性） △ △ － － ◎ 
耐候性 ◎ ◎ ○ － ◎ 
促進耐候性 ◎ ◎ ○ － ◎ 





工法設計施工指針(案)」1)を基に表 3.2.2～表 3.2.10 に示す． 
 






















































































































































































































































































































































































































































図 3.3.1 表面被覆工法施工の流れ 
下 地 処 理 工 
















   
装 





























































1)に基づきまとめたものを表 3.3.1.1 に示す． 
 





















同マニュアル（平成 14 年 12 月）」を参照． 





















































中性化抑制 ○ ○ ○ ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
付着性 ○ ○ ○ ○ ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
塩化物イオンの
侵入抑制
○ ○ ○ ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
凍結融解抵抗性 △ △ △ ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
化学的侵食抑制 △ ○ △ ○ ○ ‐ ＊ ○ ○ ＊
アルカリ骨材反
応抑制
△ △ △ △ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
ひび割れ追従性 △ △ ○ ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
美観・景観に関
する性能
○ ○ ○ ○ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊















































































主  材 
（中塗り） 
























































































を基に筆者の知見を加えたものを表 3.3.1.2 に示す． 
 











































耐候性 ○ ○ ○ ○(屋外) ○ ○ ○ ○ ○
耐アルカリ性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
耐酸性 ‐ ‐ ‐ ◎ ‐ ‐ ‐ ○ ‐
耐薬品性 ‐ ‐ ‐ ◎ ‐ ‐ ‐ ○ ‐
付着性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○
二酸化炭素阻止性 ◎ ○ △ △ ○ ‐ ‐ ‐ ‐
防水性(遮水性) ○ ◎ ◎ ◎ ◎(防水系) △ ‐ ◎ ‐
水蒸気透過阻止性
(透湿性)
○ ○ ○ ○ △ △ ‐ ○ ‐
水蒸気透過性(透湿
性)
○ ○ ‐ ‐ ◎(撥水系) ‐ ‐ ○ ‐
酸素透過阻止性 ○ ◎ ‐ △ ○ ‐ ‐ ‐ ‐
塩化物イオン透過阻
止性（遮塩性）
○ ◎ ◎ ○ ○ ‐ ○ ‐ ‐
硫黄の浸透阻止性 ‐ ‐ ‐ ◎ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
凍結融解抵抗性 ‐ ‐ ◎ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
ひび割れ追従性 ○ ○ ○ ○ ◎ ‐ ◎ △ ◎
ひび割れ拘束性 ‐ △ ‐ ‐ △ ‐ ‐ ‐ ‐
防汚性 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ◎ ‐ ‐ ‐





















り 2005 年に制定された「表面保護工法設計施工指針(案)」1)に基づきまとめたものを表 
3.3.2.1 に示す． 
 





















標準形 柔軟形 標準形 柔軟形
中性化抑制 ○ ○ ○ ○ ＊
付着性 ○ ○ ○ ○ ＊
塩化物イオンの侵入抑制 ○ ○ ○ ○ ＊
凍結融解抵抗性 ○ ○ ○ ○ ＊
化学的侵食抑制 △ ‐ △ △ ＊
アルカリ骨材反応抑制注2) △ ‐ △ △ ＊
ひび割れ追従性 ○ △ ○ △ ＊
美観・景観に関する性能 △ △ ○ ○ ＊















































































































































注) 期待される主要な効果（○：適用対象，△：適用時検討必要，‐：適用対象外）  
メッシュ
工法
標準形 柔軟形 標準形 柔軟形 ←
予防保全やひび割れなし ○ ○ ○ ○ ←
ひび割れあり △ ○ △ ○ ←
○ ○ ○ ○ ←
予防保全や潜伏期 ○ ○ ○ ○ ←
塩害環境や進展期以上 △ △ △ △ ←
凍結融解抵抗性 凍結融解抑制 ○ ○ ○ ○ ←
‐ △ △ △ ←
ひび割れの進行が停止 ‐ △ ‐ △ ←
ひび割れが進行中 ‐ ‐ ‐ ‐ ←
△ △ ○ ○ ←


































主  材 
（中塗り） 


















































表 3.4.1.1 主な原子間の結合構造と結合エネルギー 
  波長（nm） エネルギー（kcal/mol） 結合構造(エネルギー) 
紫外線   120   
  250   O-H（111） 
    110   
    100 C-H（106） 
   300    
    90 
 
N-H(87) 
C-O(86)       C-C(83) 
    80 C-H(80) 
  380     
可視光
線 
400 70 C-N(70) 
    60   
    50   
  700 40   
  800     
赤外線 1000 30   









RH (樹脂成分)+ hν(光エネルギー) → R・+ H 
＜成長反応＞ 
R・+ O2（酸素） → ROO・(パーオキサイドラジカル) 
ROO・+ H2O（水） → ROOH（パーオキサイド) + HO・(ヒドロキシラジカル) 
ROO・+ RH（別の樹脂成分） → ROOH（パーオキサイド）+ R・ 
ROOH → RO・（アルコキシラジカル）+ HO・ 
2ROOH → ROO・+ RO・（アルコキシラジカル）+ H2O 
RO・+ RH → ROH + R・  
HO・+ RH → H2O + R・  
＜分子鎖切断反応＞ 












[TiO2]（酸化チタン）+ hν（光エネルギー）→ [TiO2]P+（正孔）+ e-（電子） 



































3.4.1.2（太陽光の紫外線 1 年間のエネルギー量(298.4MJ/m2)を 1 とした場合のサンシャイン
カーボンアーク灯式およびキセノンアークランプ式に関する計算上の値としての促進倍率）
および表 3.4.1.3（色差に関する耐候性試験との相関性）に示す． 
なお，各促進耐候性試験機については，第 5 章 屋外暴露耐候性と促進劣化試験の相関に関







表 3.4.1.2 促進耐候試験機のエネルギー比較 3） 
試 験 機 名 時 間 促進倍率 
暴露試験（1 年）[298.4MJ/m2] 8760 1 
サンシャインカーボンアーク灯式（78.5W/m2）[0.2826MJ/m2(1 時間)] 1055.9 8.3 
キセノンアーク灯式（60W/ｍ2）[0.216MJ/m2(1 時間)] 1381.5 6.3 
 
表 3.4.1.3 試験条件間の相関性 8) 
 御前崎 30°暴露 SWOM キセノン 
月 促進倍率 時間 促進倍率 MJ 促進倍率 
ウレタン淡彩 16.5 1 2000 5.9 562.5 4.6 
ウレタン濃彩 13.0 1 1370 6.8 375 5.4 



























JSCE-K 521-2010 表面被覆材の酸素透過性試験方法（案）では，JIS K 7126-1 プラス










法（案）では，JIS A 1404（1994）11.5 に規定さ
れる加圧法（写真 3.4.2.2），JIS A 6909（2010
追補）7.11（A 法）および 7.12（B 法）に規定さ
れている方法（図 3.4.2.2）がある．加圧法では
試験水圧を用途によって変えることができるが，













図 3.4.2.1 塩素イオン透過量測定の一例 
シリコンゴム  
パッキン  シリコンゴム栓  
塗膜試験片  
内径 40～50mmφ恒温槽  
3％食塩水  蒸留水  
図 3.4.2.2 水遮断性試験の一例（JIS A 6909 7.11（A 法）および 7.12（B 法） 
A 法 B 法 




透湿性試験は JSCE-K 522-2010 にも採用されている JIS A 1171（2000）ポリマーセメ
ント試験方法 7.13 透湿度試験，や JIS Z 0208（1976）防湿包装材料の透湿度試験方法
（カップ法）に示されている透湿カップによる試験方法が規定されている．JIS A 1171
の 7.11 では，透湿カップに吸湿剤を入れて測定する吸湿による方法，透湿カップに蒸留
































合があり，正確な評価を行うには pH 測定が必要となる場合もあるため 10)，判定には注意
を要する場合がある． 





















試験の実施状況を写真 3.4.3.1 に示す． 
 
3.4.4 ひび割れ追従性 


























の環境下で JSCE-K 532 に従い実施している． 
道路橋の塩害対策指針（案）・同解説（（社）
日本道路協会 昭和 59 年 2 月）では，ダンベ
ル状のフリー塗膜を用い，材料試験機で塗膜
の伸びを測定することで伸び率を評価してい
























図 3.4.4.2 ダンベル状フリー塗膜の形状 























































分　類 要求性能 JIS JSCE その他 採用している機関の一例 主な問題点


































































































































K 5600-5-7 K 531
防汚性







































































 NEXCO では平成 6 年度に表面被覆材 8 仕様について，
橋脚 4 本を対象に試験塗装 11）を行い，同時に同仕様の供
試体を作製して（高知県 浦戸大橋 料金所用地内）暴露試
験を開始した．試験塗装橋脚および暴露供試体について，
1 年目の調査（平成 8 年 2 月）を実施したところ，橋脚お
よび暴露供試体に付着性の欠陥は認められなかった．しか








橋脚と暴露供試体双方において 8 仕様中 6 仕様で同様の傾向が認められている．また，カ
ッターナイフはく離試験結果と橋脚での塗膜外観評価での欠陥の有無とを比較した場合，




































種類 橋脚のはく離結果 暴露供試体のはく離結果 橋脚塗膜の外観評価 
1 無 有 極小さな塗膜はがれ 
2 無 無 異常なし 
3 有 有 異常なし 
4 有 有 打継部塗膜割れ 
5 無 無 異常なし 
6 無 有 異常なし 
7 有 有 異常なし 
8 有 有 異常なし 



















































に，その評価基準を表 3.6.2 に示す．  
 
写真 3.5.4 カッターナイフはく離試験実施状況  
②  評価方法 
カッターナイフはく離試験はばらつきを考慮して 3 箇所で実施する．3 個のはく離長








写真 3.6.4 カッターナ く離試験実施状況 






















粘着テープやゴム等のはく離試験を実施する際のはく離角度は，一般的に 90 度と 180 度
が採用されている．厚膜塗膜や脆い塗膜の場合，180 度で折り返す時点で塗膜に割れが生じ
たり，弾力性のあるものは余計な負荷がかかり，測定できないものが多いことが考えられる．
そこで図 3.7.114)を参考に，90 度と 180 度の中間で，測定角度が少々ずれても測定結果に与
える影響が小さいと考えられる，135 度と 90 度の 2 水準について検討を行う． 
 
表 3.7.1 接着剤および粘着テープのはく離試験条件 
JIS 番号 規  格  名 
測定角度および引張速度(mm/min) 
180 90 T 型 
K 6256 加硫ゴムの接着試験方法 － 50±5 50±5 
K 6854 接着剤の接着強さ試験方法 200±20 － 100±10 
K 0237 粘着テープ・粘着シート試験方法 300±30 300±30 － 
 
(b) 引張速度 
引張速度は，塗膜の強度を考慮し，50，100，300mm/min の 3 水準について，布粘着








表 3.6.2 カッターナイフはく離試験評価基準 
はく離長さ（mm） 評価 適     用 
0（最小）～2 レベルⅠ はく離なし，あるいは極めてわずかなはく離  
3 ～ 10 レベルⅡ はく離するが比較的短い長さで停止  
















90 度および 135 度でのはく離試験状況を，写真 3.7.2 および写真 3.7.3 に示す．また，
はく離角度と速度を変化させた結果を，表 3.7.2 に示す．この結果より，はく離力測定条
件は，以下のものが適切と考え，はく離性の評価手法として採用することとする． 











表 3.7.2 予備試験測定条件結果 





































図 3.7.1 はく離長さとはく離角度 写真 3.7.1 布粘着テープの貼りつけ 






3.8 見かけのはく離抵抗性試験 11)，12)の提案 
(a) 前処理 
図 3.8.1 に示すように幅 50mm 長さ 60mm の素地に
達するカットを行った後，端から 10mm の部分を素地か
らカッターナイフではく離する． 
長さ 210mm の布粘着テープ（JIS Z 1524 相当品）を
はがした塗膜の下面に貼り，別に長さ 260mm の布粘着テ
ープ（JIS Z 1524 相当品）をカットした部分の上面に貼
り，2 枚の布粘着テープで塗膜を挟み込むように接着する










 (b) 測定方法 
この供試体を写真 3.8.1 および写真 3.8.2 に示すように，
























写真 3.8.2 試験状況 




















































は く 離 面 積 ：図 3.8.4 に示すはく離面及び式(4)の塗膜のはく離面積(mm2) 























＝仕事量 A(N･mm) －未はく離面 C の仕事量(N･mm) ・・・・・・・・・(1) 
未はく離面 C の仕事量 
＝布粘着テープと仕上げ（上塗り）材との見かけのはく離抵抗性(N･mm/mm2) 
                             ×未はく離面積 C(mm2)・・・・・・・・・・・・(2) 
布粘着テープと仕上げ材（上塗り）との見かけのはく離抵抗性(N･mm/mm2) 
＝仕事量Ｂ(N・mm )÷ 未はく離面 D (mm2)・・・・・・・・・・・・・・(3) 
はく離面積(mm2)＝（50mm×a mm）－未はく離面 C(mm2)・・・・・・・・・・・(4) 
未はく離面 C(mm2)＝実測 
未はく離面 D(mm2)＝（50mm×b mm）・・・・・・・・・・・・・・・・(5) 
図 3.8.4 はく離面積 
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① エポキシ樹脂系（柔軟形を含む） 6 種類 
② 変性アクリル系 2 種類 
③ クロロプレンゴム系 2 種類 
④ ウレアウレタン系 1 種類 
⑤ ポリマーセメント系（アクリルエマルジョン系）[柔軟形を含む] 4 種類 
62 
 
の 5 種類を選定し，水セメント比 50％，砂セメント比 3 のモルタルを，内のり
150mm×70mm×20mm の型枠を用いて成型したモルタル板（日本テストパネル㈱にて一括作
製）に，表 4.3.1 に示す 15 工法を各工法によって推奨されている所定の施工方法に従って
施したものを試験片として試験に供する．各社の塗装仕様を表 4.3.2～表 4.3.16 に示す． 
 
表 4.3.1 試験に供した表面被覆工法一覧 
工法 主材[膜厚：μm] 仕上げ材（上塗材）[膜厚：μm] 
E1 エポキシ樹脂系（160μm） 柔軟形ウレタン樹脂系（30μm） 
E2 エポキシ樹脂系（186μｍ） ふっ素樹脂系（30μm） 
E3 エポキシ樹脂系（150μｍ） ふっ素樹脂系（30μm） 
E4 エポキシ樹脂系（320μｍ） 柔軟形ふっ素樹脂系（30μm） 
E5 エポキシ樹脂系（1000μｍ） ふっ素樹脂系（38μm） 








































表 4.3.2 E1（エポキシ系）工法 塗装仕様 































































表 4.3.3 E2（エポキシ系）工法 塗装仕様 


























































表 4.3.4 E3（エポキシ系）工法 塗装仕様 
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表 4.3.5 E4（エポキシ系）工法 塗装仕様 





































































表 4.3.6 E5（エポキシ系）工法 塗装仕様 






































－ １枚 - 脱泡ﾛｰﾗｰ ２４ 
 
表 4.3.7 E6（エポキシ系）工法 塗装仕様 





















































表 4.3.8 MA1（変性アクリル系）工法 塗装仕様 










































































表 4.3.9 MA2（変性アクリル系）工法 塗装仕様 















































































表 4.3.10 R1（クロロプレンゴム系）工法 塗装仕様 
































































１液タイプ ２５０ - － 
 
 
表 4.3.11 R2（クロロプレンゴム系）工法 塗装仕様 



























































表 4.3.12 U1（ウレアウレタン系）工法 塗装仕様 











































表 4.3.13 C1（ポリマーセメント系）工法 塗装仕様 


















カ ッ プ ガ
ン で 吹 付
け後，ブラ












カ ッ プ ガ
ン で 吹 付
け後，コテ




表 4.3.14 C2（ポリマーセメント系）工法 塗装仕様 





























































表 4.3.15 C3（ポリマーセメント系）工法 塗装仕様 






























































表 4.3.16 C4（ポリマーセメント系）工法 塗装仕様 





























































































































の月別平均値を図 4.4.1 に気温，図 4.4.2 に相対湿度，図 4.4.3 に紫外線量，図 4.4.4 に
海塩粒子量を示す 5）．なお，表 4.4.1 に示す海塩粒子量の測定については，JIS Z 2381：2001 
大気暴露試験方法通則 表 2 環境因子の測定項目に規定されている「ドライガーゼ法」およ





表 4.4.1 気象環境因子の地域別比較 5） 
項     目 銚 子 宮古島 宮古島海岸 旭 川 
平均最高気温 （℃） 18.6 27.1 - 12.0 
平均最低気温 （℃） 10.6 21.7 - 2.3 
平均気温 （℃） 14.6 24.0 - 7.1 
平均相対湿度 （％） 77 78 - 75 
平均風速 （m/s） 2.8 4.1 - 2.6 
年間降水量 （mm） 1890.1 1817.8 - 1149.7 
年間全日射量 （０°,MJ/m2） 5102.2 5576.3 - 4360.5 
年間紫外線量 （０°,MJ/m2） 283.3 344.2 - 241.8 
海塩粒子付着量 
(mg NaCl/(m2・d)) 
ドライガーゼ 30.5 49.3 142.3 1.2 
ウェットキャンドル 99.0 102.7 657.0 - 
硫黄酸化物付着量 (mgSO2/(m2・d)) 4.3 2.3 10.6 3.0 





























して屋外暴露耐候性試験に供し，暴露 1 年・3 年経過毎に供試体を回収し，以下に示す 3 種
類の方法によって付着性を評価した． 
① 付着強度試験（JSCE-K 531-2010 表面被覆材の付着強さ試験方法（案）） 
② カッターナイフはく離試験 6），8） 
③ 見かけのはく離抵抗性試験 6），7）,8) 








図 4.4.1 月別平均気温 5） 図 4.4.2 月別平均相対湿度 5） 




初期・暴露 1 年・暴露 3 年の付着強度試験結果をエポキシ樹脂系 E1・E2・E3・E4・E5・
E6 は図 4.6.1.1 に，変性アクリル系 MA1・MA2，クロロプレンゴム系 R1・R2 およびウレ
アウレタン系 U1 は図 4.6.1.2 に，ポリマーセメント系 C1・C2・C3・C4 は図 4.6.1.3 に，
また，それぞれの破壊箇所を表 4.6.1.1 に示す． 
初期の付着強度は，ポリマーセメント系である C3 を除き，多くの機関が基準値として採








































































































初期 1 年 3 年 
E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) A A A 
E2(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) A A A 
E3(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) A A A 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) A A A 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) A A A 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) A A A 
MA1(変性アクリル樹脂系+ウレタン樹脂系) A A A 
MA2(変性アクリル樹脂系+ふっ素樹脂系) A A A 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) BK A A 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) A A A 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) A A A 
C1(ポリマーセメント系) A A BG 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG A A 
C3(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG BG BG 





















図 4.6.1.3 付着強度経時変化（C1・C2・C3・C4） 
1.0N/mm2 


















うである．なお，図 4.6.1.4 に表 4.6.1.1 の付着強度試験の破壊箇所記号の説明を示す．15
工法のうち初期では 12 工法，暴露１年後および暴露 3 年後では 13 工法が，破壊状態として
基板破壊を起こしている． 
初期・1 年・3 年の試験結果で基板破壊を起こした工法（エポキシ系 E1・E2・E3・E4・E5・








表 4.6.1.2 基板破壊を起こした工法に関する分散分析表（付着強度） 
変動要因 変 動 自由度 分 散 観測された分散比 F(0.05) 
工  法 2.929 10 0.293 2.184 2.348 
経  年 2.849 2 1.425 10.624 3.493 
誤  差 2.682 20 0.134 
  
      

















4.6.2 カッターナイフはく離試験 6），8) 





初期・暴露 1 年・暴露 3 年のカッターナイフはく離試験結果をエポキシ系 E1・E2・E3・
E4・E5・E6 は図 4.6.2.1 に，変性アクリル系 MA1・MA2，クロロプレンゴム系 R1・R2 お











表 4.6.2.2 カッターナイフはく離試験後の破壊箇所一覧表 
工法名 
カッターナイフはく離 
初期 1 年 3 年 
E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) AB AB AB 
E2(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) AA BK AB 
E3(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) AA AA AA 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) AA AB AB 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) AA AA AB 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) AA AA AA 
MA1(変性アクリル樹脂系+ウレタン樹脂系) AA AA AB 
MA2(変性アクリル樹脂系+ふっ素樹脂系) AA AA AB 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) AA BK AA 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) AA AA AA 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) AA AA AB 
C1(ポリマーセメント系) － － BG 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) － BG AA 
C3(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) AA AA AA 







はく離長さ（mm） 評価 適     用 
0（最小）～2 レベルⅠ はく離なし，あるいは極めてわずかなはく離  
3 ～ 10 レベルⅡ はく離するが比較的短い長さで停止  

































































































系 E1～E6，変性アクリル系 MA1，MA2，クロロプレンゴム系 R2，ウレアウレタン系 U1 お








露 3 年後で基板界面または塗布材間のはく離へと変化し，危険率 5％での分散分析では有意
差は認められなかったものの（表 4.6.2.3），はく離箇所の変化を考慮すると工法間での差や
経時の劣化傾向をある程度示す結果である（表 4.6.2.2）．この傾向は有機樹脂塗料系の工法





た一例を写真 4.6.2.1 に示す． 
 
表 4.6.2.3 付着強度試験で基板破壊を起こした工法の 
カッターナイフはく離試験に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分 散 観測された分散比 F(0.05) 
工  法 870.061 10 87.006 1.209 2.348 
経  年 170.970 2 85.485 1.188 3.493 




   













写真 4.6.2.1 付着強度とカッターナイフはく離の破壊状況の一例 
付着強度：基板破壊 



















試料中，基板破壊 27 試料（60％），基板と塗布材間の界面破断 10 試料（22％），塗布材間の





















なお，初期・暴露 1 年・暴露 3 年の見かけのはく離抵抗性試験結果をエポキシ系 E1・E2・
E3・E4・E5・E6 は図 4.6.3.1 に，変性アクリル系 MA1・MA2，クロロプレンゴム系 R1・














R2 およびウレアウレタン系 U1 は図 4.6.3.2 に，ポリマーセメント系 C1・C2・C3・C4 は
図 4.6.3.3 に，また，それぞれの破壊箇所を表 4.6.3.1 に示す． 
カッターナイフはく離試験と同様に，前項 4.6.1 の付着強度試験で基板破壊のため，工法
間の性能比較が困難であったエポキシ系 E1～E6，変性アクリル系 MA1，MA2，クロロプレ
ンゴム系 R2，ウレアウレタン系 U1 およびポリマーセメント系 C4 について経年および工法
間に差が認められるか統計的に検討することとした．なお，エポキシ系 E3，E6 および変性
アクリル系 MA2 については試験前に塗膜破断を起こしているため，E1・E2・E4・E5・MA1・
R2・U1・C4 の 8 工法について行う．分散分析表を表 4.6.3.2 に示す． 
 











初期 1 年 3 年 
E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) AB AB AB 
E2(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) BK BK BK 
E3(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系） － BK BK 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) AB AB AB 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) BK BK BK 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) － － AA 
MA1(変性アクリル樹脂系+ウレタン樹脂系) BK BK BK 
MA2(変性アクリル樹脂系+ふっ素樹脂系) BK － BK 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) BG BG BG 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) BK BK  BK 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) AA AA AB 
C1(ポリマーセメント系) － － － 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) － － AA 
C3(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) － － AB 







表 4.6.3.2 付着強度試験で基板破壊を起こした工法の 
見かけのはく離抵抗性試験に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分 散 観測された分散比 F(0.05) 
工  法 3979.325 7 568.475 28.729 2.764 
経  年 62.838 2 31.419 1.588 3.739 




   
合  計 4319.187 23       
 
危険率 5％において工法間では分散比：28.729，境界値：2.764，経年では分散比：1.588，





塗膜のはく離現象に着目したこの試験では，初期において 15 工法中 5 工法（エポキシ系
E3，E6 およびポリマーセメント系 C1，C2，C3）が塗膜破断を起こし評価不能であったが，
暴露 3 年後では塗膜破断が 1 工法（C1）だけである．経年変化の比較が可能な 10 工法の見
かけのはく離抵抗性としては，暴露 3 年後が初期に比べて増加傾向を示しているエポキシ系
の E2，E5 を除き，初期に比べて暴露 1 年後が増加し暴露 3 年後で低下しているエポキシ系
E1 およびクロロプレンゴム系 R1，R2 を含め，8 工法（エポキシ系 E1，E4，変性アクリル系
MA1，MA2，クロロプレンゴム系 R1，R2，ウレアウレタン系 U1 およびポリマーセメント系





















































































膜破断を起こしていた E3 は，暴露 1 年後より塗布材間の界面破断に変わり，暴露 3 年後で
は見かけのはく離抵抗性も低下傾向を示している．また，ウレアウレタン系（U1）では，暴
















































































塗膜破断を起こさず試験可能であった 8 工法（エポキシ系 E1・E2・E4・E5，変性アクリル
系 MA1，クロロプレンゴム系 R2，ウレアウレタン系 U1 およびポリマーセメント系 C4）に

















































を図 4.6.4.2 および図 4.6.4.3 に，カッターナイフはく離試験と見かけのはく離抵抗性試験
に関する散布図を図 4.6.4.4 に示す．なお，見かけのはく離抵抗性試験では，試験時に塗膜
破断をおこした工法は数値化できないため除外する．また，図 4.6.4.3 は，見かけのはく離
抵抗性が他の工法に比べて極端に高い 3 点（図 4.6.4.2 の○内）の影響も考えられるため，
この 3 点を除いた散布図として示したものである．各試験方法間の相関係数を表 4.6.4.1 に
示す． 
表 4.6.4.1 各試験方法間の相関係数 
 付着強度 カッターナイフはく離 見かけのはく離抵抗性 
付着強度 － -0.0578 -0.247 
カッターナイフはく離 -0.0578 － -0.173 





















































































































































































































































































図 4.6.4.1，図 4.6.4.3 および図 4.6.4.4 に示す散布図中，付着強度試験で基板破壊を示
した試料を A：○，その他の破壊箇所を示した試料を B：●として，二方法間の関係を図 
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第５章  屋外暴露耐候性試験と促進劣化試験の相関に関する研究 
 






























① エポキシ樹脂系（柔軟形を含む） 4 工法 
② クロロプレンゴム系 2 工法 
③ ウレアウレタン系 1 工法 
④ ポリマーセメント系（アクリルエマルジョン）[柔軟形を含む] 3 工法 
の 4 種類を選定し，表 5.2.1 に示す 10 工法を試験に供する．水セメント比 50％，砂セメ
ント比 3 のモルタルを，内のり 150mm×70mm×20mm の型枠を用いて成型したモルタル板（日






表 5.2.1 試験に供した表面被覆工法一覧 
工法 主材[膜厚：μm] 仕上げ材（上塗材）[膜厚：μm] 
E1 エポキシ樹脂系（160μm） 柔軟形ウレタン樹脂系（30μm） 
E4 エポキシ樹脂系（320μｍ） 柔軟形ふっ素樹脂系（30μm） 
E5 エポキシ樹脂系（1000μｍ） ふっ素樹脂系（38μm） 
E6 柔軟形エポキシ樹脂系（200μｍ） アクリルウレタン系（30μm） 






























(a) 紫外線アーク灯式耐候性試験（JIS B 7752） 
(b) サンシャインカーボンアーク灯式耐候性試験（JIS B 7753） 
（国際的にはオープンフレームカーボンアークランプ式耐候性試験）  
(c) キセノンアークランプ式耐候性試験（JIS B 7754） 






Federal specification, TT-P-54a(July 27)Paint. Phosphorescent ready mixed として規






















上記 3 種類の促進耐候試験機で，紫外線アーク灯式は 1950 年代より繊維，包装材料を中心
に拡がり工業用塗料分野でも使用されるようになったが，図 5.3.1.1 に示すようにその分光
放射は，386nm，358nm および 415nm をピークとする紫外線領域に偏ったものであった．こ
の分光分布は太陽光放射とは大きく異なるため，屋外暴露試験との相関性に問題があった 5）．
その後，波長分布が広く長波長域にも放射光帯を有し，太陽光放射に近いサンシャインカー
ボンアーク灯式耐候試験機が主流となり，JIS K 5400 塗料一般試験方法にも採用された．ま
た，1990 年の JIS K 5400 塗料一般試験方法の改訂では，より太陽光に近い分光分布を示す
キセノンアーク灯式耐候試験機 6)がサンシャインカーボンアーク灯式耐候試験機とともに規
格化された．しかし，日本工業規格の ISO 化や世界貿易機関／貿易の技術的障害に関する協
定（WTO/TBT Agreement）の影響もあり，1999 年に塗料一般試験方法としての JIS K 5400








図 5.3.1.1 各種光源の分光分布の例 3） 
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耐候性試験機でのデータ蓄積が多いこと，JIS K 5400 が「塗料一般試験方法」として根付い




5600-7-7：1999 塗料一般試験方法 第 7 部：塗膜の長期耐久性-第 7 節：促進耐候性（キセノ
ンランプ法）に従い，3000 時間の照射を行う．なお，試験条件は，塗料関係の製品規格であ
る JIS K 5658 建築用耐候性上塗り塗料，JIS K 5659 鋼構造物用耐候性塗料，JIS A 6909 建
築用仕上塗材の促進耐候性試験で採用されている JIS K 5600-7-7：1999 に示すサイクル A
（ぬれ時間：120 分中 18 分，乾燥期間中の相対湿度：40～60％）とする．試験に用いたキセ
















こで今回，JIS A 6909：2003 追補 1：2006 追補 2：210 建築用仕上塗材および JIS A 6916：





①キセノンランプによる促進耐候性試験 72 時間 
↓ 
②水中に 18 時間浸せき（浸せき層を設置した室内環境：23±2℃，50±5％） 
↓ 
③-20℃で 3 時間静置（恒温槽設置の室内環境：設定なし）  
↓ 
④50℃で 3 時間静置（恒温槽設置の室内環境：設定なし）  
24 時間 
図 5.3.1.2 キセノンアークランプの構造図 
写真 5.3.1.1 キセノンアーク灯式耐候試験機 
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①の促進耐候性試験を 72 時間実施した後，②～④の湿潤冷熱繰り返し試験を 4 回繰り返し
たものを 1 サイクル（168 時間）とし，合計 10 サイクル（1680 時間）行う． 
 
5.3.3 付着性評価試験 
5.3.1 項および 5.3.2 項で示した促進劣化試験終了後，以下に示す 2 種類の項目について
付着性を評価する． 
① 付着強度試験（JSCE-K 531-2010 表面被覆材の付着強さ試験方法（案）） 
② 見かけのはく離抵抗性試験 7），8），9） 










初期および促進耐候性試験キセノン 3000 時間後の付着強度結果として，図 5.3.4.1 にエ
ポキシ系 E1・E4・E5・E6，図 5.3.4.2 にクロロプレンゴム系 R1・R2 およびウレアウレタ
ン系 U1，図 5.3.4.3 にポリマーセメント系 C1・C2・C3，各破壊箇所を表 5.3.4.1 に，そ
















回る結果となった．図 5.3.4.1～図 5.3.4.3 に示すように，促進耐候性試験後の付着強度は，



















図 5.3.4.1 付着強度経時変化（E1・E4・E5・E6） 
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の E1・E4 については，付着強度は減少しているが，表 5.3.4.1 からもわかるように，何れ
も破壊箇所が基板破壊のため，第 4 章 4.6.1 項での検討と同様，塗膜劣化による付着強度低
下とは言い難い結果である．そこで促進耐候性試験後に基板破壊を起こした工法（エポキシ
系 E1・E4・E5・E6 およびクロロプレンゴム系 R1・R2）について，試験条件および工法間に
よる差が認められるかを統計的に検討した結果を表 5.3.4.2 に示す．危険率 5％で工法間に
ついては，分散比：0.450，境界値：5.050 で有意差は認められず，初期値と促進耐候性試験




















































































表 5.3.4.2  基板破壊を起こした工法に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分 散 観測された分散比 F (0.05) 
工  法 0.395 5 0.079 0.450 5.050 
試験条件 0.367 1 0.367 2.093 6.607 
誤  差 0.877 5 0.175 
  
      
合  計 1.640 11       
 













E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) A A 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) A A 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) A A 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) A A 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) BK A 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) A A 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) A BK 
C1(ポリマーセメント系) A BG 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG BG 
C3(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG BG 
























シ系 E1・E4・E5・E6，図 5.3.4.6 にクロロプレンゴム系 R1・R2 およびウレアウレタン系








































































































キセノン 3000 時間 
E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) AB AB 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) AB AB 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) BK BK 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) － AB 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) BG BK 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) BK BK 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) AA BK 
C1(ポリマーセメント系) － － 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系 － BG 




BG：塗布材内の凝集破壊       AB：基板と塗布材間の界面破断 
 
前項 5.3.4 (1)(a) 付着強度試験で基板破壊のため，工法間の性能比較が困難であったエ





























図 5.3.4.7 見かけのはく離抵抗性経時変化（C1・C2・C3） 
初期：塗膜破断 







表 5.3.4.4 付着強度試験で基板破壊を起こした工法の 
見かけのはく離抵抗性試験に関する分散分析表 
変動要因 変動 自由度 分 散 観測された分散比 F（0.05） 
工  法 5.281  4 1.320  1.280  6.388  
試験条件 1.798  1 1.798  1.743  7.709  
誤  差 4.125  4 1.031  
  
      















見かけのはく離抵抗性が低下したのが図 5.3.4.6 より，クロロプレンゴム系 R1・R2 およ
びウレアウレタン系 U1 の 3 工法，初期では塗膜破断のため試験不能であったが，キセノン
3000 時間後では，試験可能となったものが図 5.3.4.5 のエポキシ系 E6 および図 5.3.4.7 の
ポリマーセメント系 C2・C3 の 3 工法，増加したものが図 5.3.4.5 のエポキシ系 E1・E4・
E5 の 3 工法となった．初期より低下傾向を示したクロロプレンゴム系 R1・R2，およびウレ
アウレタン系 U1 の 3 仕工法は，表 5.3.4.3 に示すように塗布材間で界面破断を起こし，何
れも各界面にウィークポイントがあることが確認できる．特に，クロロプレンゴム系 R1 は
塗布材内の凝集破壊，ウレアウレタン系 U1 は脆弱層を含むはく離からの変化である．初期
では塗膜破断のため測定できなかったエポキシ系 E6 やポリマーセメント系 C2・C3 は，促進
耐候性試験後では測定可能となった．低下した先の 3 工法（クロロプレンゴム系 R1・R2 お
よびウレアウレタン系 U1）を含め，劣化傾向にあると考える．増加傾向を示したエポキシ系
E1・E4・E5 の 3 工法は，性能値として劣化傾向は認められないが，エポキシ系 E1 および
E4 は基板と塗布材間，Ｅ5 は塗布材間での界面破断を起こし，クロロプレンゴム系 R1・R2.












初期および耐久性サイクル試験後の付着強度結果として，図 5.3.4.8 にエポキシ系 E1・
E4・E5・E6，図 5.3.4.9 にクロロプレンゴム系 R1・R2 およびウレアウレタン系 U1，図 
5.3.4.10 にポリマーセメント系 C1・C2・C3，各破壊箇所を表 5.3.4.5 に，その破壊箇所の
説明を図 5.3.4.11 に示す． 
図 5.3.4.8～図 5.3.4.10 より，耐久性サイクル試験後の付着強度は，10 工法中 6 工法が

























































































E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) A A 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) A A 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) A A 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) A A 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) BK A 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) A A 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) A AB 
C1(ポリマーセメント系) A BG 注 1) 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG BG 注 1) 
C3(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG BG 注 1) 















































ている．エポキシ系 E1・E4・E5・E6 およびクロロプレンゴム系 R1・R2 については，耐久
性サイクル試験による劣化傾向は認められない．  




表 5.3.4.6  基板破壊を起こした工法に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分散 観測された分散比 F (0.05) 
工  法 0.417 5 0.083 0.713 5.050 
試験条件 0.546 1 0.546 4.663 6.607 
誤  差 0.585 5 0.117 
  
      
合  計 1.549 11       
 
表 5.3.4.6 より，危険率 5％で工法間については，分散比 0.713，境界値 5.050 で有意差は
認められず，初期値と耐久性サイクル後についても，分散比 4.663，境界値 6.607 で有意差は
認められない．したがって， 5.3.4(1)(a)項の場合と同様に，基板破壊した仕様間での性能
比較は困難となった． 
ポリマーセメント系の C1・C2 では 1.0N/mm2 を下回る結果となった．なお，ポリマーセメ
ント系 C1・C2・C3 については，3（S5）～4（S5）10）程度の膨れが発生したため，5 サイク
ルで試験を終了している．ポリマーセメント系 C１・C2・C3 の耐久性サイクル試験 5 サイク




























































写真 5.3.4.3 耐久性サイクル試験 5 サイクル後外観（C3） 
写真 5.3.4.4 付着強度試験後の破壊状態 
基板と塗布材間の界面破断 塗布材間の凝集破壊 













結果として，図 5.3.4.12 にエポキシ系 E1・E4・E5・E6，図 5.3.4.13 にクロロプレンゴム
系 R1・R2 およびウレアウレタン系 U1，図 5.3.4.14 にポリマーセメント系 C1・C2・C3，





































































































E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) AB AB 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) AB AB 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) BK BK 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) － AB 
R1(クロロプレンゴム系+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) BG BK 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) BK BK 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) AA AB 
C1(ポリマーセメント系) － BG 注 2) 
C2(ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) － BG 注 2) 
C3(柔軟型ポリマーセメント系+アクリルウレタン系) － AB 注 2) 
注 2) 塗膜欠陥が激しため 5 サイクルでの試験結果 
－：塗膜破断（試験開始時での破断）  
AA：基板破壊（レイタンス層を含む）  BK：塗布材間の界面破断 




キシ系 E1・E4・E5・E6，クロロプレンゴム系 R1・R2 について，工法および試験条件間に


































表 5.3.4.8 付着強度試験で基板破壊を起こした工法の 
見かけのはく離抵抗性試験に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分散 観測された分散比 F（0.05） 
工  法 5.012  4 1.253  0.391  6.388  
試験条件 10.568  1 10.568  3.295  7.709  
誤  差 12.830  4 3.208  
  
      


















見かけのはく離抵抗性が低下したものが図 5.3.4.13 より，クロロプレンゴム系 R1 および
ウレアウレタン系 U1 の 2 工法，塗膜破断のため試験不能であったが，耐久性サイクル試験
後では，試験可能となったものが図 5.3.4.12 のエポキシ系 E6 および図 5.3.4.14 のポリマ
ーセメント系 C1・C2・C3 の 4 工法，増加したものが図 5.3.4.12 のエポキシ系Ｅ1，Ｅ4，


















































エポキシ系 E5 およびクロロプレンゴム系 R1・R2 では塗布材間の界面破断となり，仕様間で
写真 5.3.4.5 試験方法によって劣化傾向が異なる場合の同一破壊例 
付着強度試験 見かけのはく離抵抗性試験 











る 5 年目までの試験結果を用い，各促進劣化試験で得られた性能値を示す暴露年数とする．  
 
5.4.1 付着強度試験 
初期，屋外暴露耐候性試験 1 年・3 年・5 年および促進劣化試験（促進耐候性・耐久性サイ
クル）の付着強度結果を，図 5.4.1.1 にエポキシ系 E1・E4・E5・E6，図 5.4.1.2 にクロロ
プレンゴム系 R1・R2 およびウレアウレタン系 U1，図 5.4.1.3 にポリマーセメント系 C1・











































初期 1年 3年 5年 促進耐候性 耐久性サイクル

















初期 1年 3年 5年 促進耐候性 耐久性サイクル




プレンゴム系 R1・R2 の 6 工法は，表 5.4.1.1 に示すように促進耐候性試験および耐久性サ
イクル試験でも基板破壊を起こしており，塗膜自身の劣化傾向は掴めず，該当年数の推定は
困難である． 
表 5.4.1.1 付着強度試験後の破壊箇所一覧表 
工 法 
付着強度の破壊箇所 





E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) A A A A A A 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) A A A A A A 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) A A A A A A 
E6(エポキシ樹脂系+アクリルウレタン樹脂系) A A A A A A 
R1(クロロプレンゴム系 
+クロロスルフォン化ポリエチレンゴム系) 
BK A A A A A 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) A A A A A A 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) A A A A BK AB 
C1 (ポリマーセメント系) A A BG A BG BG 注 3) 
C2 (ポリマーセメント系+アクリルシリコン系) BG A A A BG BG BG 注 3) 
C3 (柔軟型ポリマーセメント系+アクリルウレタン系) BG BG BG A BG BG 注 3) 





































初期 1年 3年 5年 促進耐候性 耐久性サイクル
図 5.4.1.3 屋外暴露耐候性と促進劣化試験後の付着強度（C1・C2・C3） 





































3 年～5 年程度の値を示していることがわかる．  
今回実施した耐久性サイクル試験は，ポリマーセメント系 C1・C2・C3 に関して 2 サイク
ル目から徐々に劣化傾向が現れる過酷な条件となった．5 サイクル終了後に付着強度を測定
したが，破壊状況や性能値からは暴露年数の比較が困難であった．C3 については屋外暴露耐






















写真 5.4.1.2 耐久性サイクル試験後の塗膜の膨れの例（ポリマーセメント系） 











となった．塗膜の膨れ状況を写真 5.4.1.2 に示す． 
 
5.4.2 見かけのはく離抵抗性試験 
初期，屋外暴露耐候性 1 年・3 年・5 年および促進劣化試験（促進耐候性・耐久性サイクル）
の付着強度結果を，図 5.4.2.1 にエポキシ系 E1・E4・E5・E6，図 5.4.2.2 にクロロプレン
ゴム系 R1・R2 およびウレアウレタン系 U1，図 5.4.2.3 にポリマーセメント系 C1・C2・C3，
各はく離箇所を表 5.4.2.1 に示す． 
 
表 5.4.2.1 見かけのはく離抵抗性試験後のはく離箇所一覧表 
工 法 
見かけのはく離抵抗性のはく離箇所注 1) 






E1(エポキシ樹脂系+柔軟型ウレタン樹脂系) AB AB AB AB AB AB 
E4(エポキシ樹脂系+柔軟型ふっ素樹脂系) AB AB AB AB AB AB 
E5(エポキシ樹脂系+ふっ素樹脂系) BK BK BK BK BK BK 




BG BG BG BG BK BK 
R2(クロロプレンゴム系+ハルスハイブリッド系) BK BK  BK BK BK BK 
U1(ウレアウレタン系+アクリルウレタン系) AA AA AB AA BK AB 
C1 (ポリマーセメント系) - - - - - BG 注 4) 
C2 (ポリマーセメント系+アクリルシリコン系 - - AA AA BG BG 注 4) 
C3 (柔軟型ポリマーセメント系+アクリルシリコン系 - - AB AB AB AB 注 4) 
注 4) 塗膜欠陥が激しため 5 サイクルでの試験結果  
 －：塗膜破断（試験開始時での破断）   
AA ：基板破壊（レイタンス層を含む）  BK：塗布材間の界面破断 








系 R1・R2 の 6 工法については，表 5.4.2.1 に示すように屋外暴露耐候性試験同様に促進劣
化試験でも基板破壊以外のはく離状況を示しており，仕様間の比較が可能である．  
図 5.4.2.1 より，エポキシ系 E1 は，促進耐候性試験および耐久性サイクル試験では基板





























































図 5.4.2.1 屋外暴露耐候性と促進劣化試験後の見かけのはく離抵抗性（E1・E4・E5・E6） 







































































断した．しかし，暴露試験では 3 年よりポリマーセメント系 C2 は脆弱層を含む基板でのは 
 
















































耐候性試験 3000 時間後および耐久性サイクル試験 10 サイクル後の性能値を初期からの低下































図 5.4.2.3 屋外暴露耐候性と促進劣化試験後の見かけのはく離抵抗性（C1・C2・C3） 
114 
 
表 5.4.3.1 屋外暴露耐候性試験と各促進劣化試験の相関係数一覧表 
屋外暴露耐候性（年数） 促進耐候性 3000 時間 耐久性サイクル 10 サイクル 
1 年 0.531 0.793 
3 年 0.662 0.685 















































































































































































クル試験の双方で比較的良好な相関関係が得られている．暴露 1 年では耐久性サイクル 10
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① 施工中の塗膜が硬化していない段階および施工後の活荷重によるひび割れの開閉  
② 施工後塗膜のコンクリートひび割れに対する追従性の不足  
③ 日間変動（温度変化）によるひび割れの動きに耐えられない  
等が考えられる．ひび割れ幅の日間変動については，マスコンクリートへの塗装を実施する
にあたり，マスコンクリートのひび割れ挙動を実構造物で調査した事例として，気温 1℃当
り 15μｍ程度の動きがあるという調査結果 4）が報告されている．即ち，夏期（37℃）に 0.1










































① エポキシ樹脂系（柔軟形を含む） 6 工法 
② 変性アクリル系 2 工法 
③ クロロプレンゴム系 2 工法 
④ ウレアウレタン系 1 工法 
⑤ ポリマーセメント系（アクリルエマルジョン系）[柔軟形を含む] 4 工法 











表 6.3.1.1 試験に供した表面被覆工法一覧 
工法 主材[膜厚：μm] 仕上げ材（上塗材）[膜厚：μm] 
E1 エポキシ樹脂系（160μm） 柔軟形ウレタン樹脂系（30μm） 
E2 エポキシ樹脂系（186μｍ） ふっ素樹脂系（30μm） 
E3 エポキシ樹脂系（150μｍ） ふっ素樹脂系（30μm） 
E4 エポキシ樹脂系（320μｍ） 柔軟形ふっ素樹脂系（30μm） 
E5 エポキシ樹脂系（1000μｍ） ふっ素樹脂系（38μm） 
E6 柔軟形エポキシ樹脂系（200μｍ） アクリルウレタン系（30μm） 
MA1 変性アクリル系（800μｍ） ウレタン系（80μm） 

































しかし，特に伸びを要求される場合を想定した基準値である 0.80mm に対しては，15 工法

























変性アクリル系の 2 工法では，MA2 が 0.79mm で 0.80mm には若干及ばなかったが，この
工法はそれぞれ仕上げ材（MA1：ウレタン樹脂系，MA2：ふっ素樹脂系）が異なり，その差
が現れたものと思われる． 
クロロプレンゴム系の 2 工法については，主材の膜厚では R2（465μm）の方が R1（265μm）
より厚いが，仕上げ材の厚い R1 の方がより良い結果を示している（R1:70μm，R2:60μm）． 
ウレアウレタン系の U1 は主材層が最大の 2250μm であり，予想通り 15 工法中最大値を示
した．膜厚による効果に加え，伸び性能に秀でたウレアウレタン系の良さが確認できる． 



































今回試験に供した工法は，第 5 章で検討したものと同一の 10 工法とした．なお，使用して
いる主材は以下に示す 4 種類である． 
① エポキシ樹脂系（柔軟形を含む） 4 工法 
② クロロプレンゴム系 2 工法 
③ ウレアウレタン系 1 工法 
④ ポリマーセメント系（柔軟形を含む） 3 工法 
水セメント比 50％，砂セメント比 3 のモルタルを，内のり 120mm×40mm×10mm の型枠を
用いて成型したモルタル板（日本テストパネル㈱にて一括作製）に表 6.4.1.1 に示す 10 工
法を所定の施工方法に従って施したものを試験片として試験に供する． 
 
表 6.4.1.1 試験に供した表面被覆工法一覧 
工法 主材（膜厚：μm） 仕上げ材（上塗材）[膜厚：μm] 
E1 エポキシ樹脂系（160μm） 柔軟形ウレタン樹脂系（30μm） 
E4 エポキシ樹脂系（320μｍ） 柔軟形ふっ素樹脂系（30μm） 
E5 エポキシ樹脂系（1000μｍ） ふっ素樹脂系（38μm） 





























該当年数（1 年・3 年・5 年）の屋外暴露耐候性試験終了後，一般財団法人 日本ウエザリ








試験結果をエポキシ系 E1・E4・E5・E6 については図 6.4.4.1 に，クロロプレンゴム系 R1・












た E4 は暴露 1 年後まで満足している．しかし，暴露 5 年後までクリアーしているのは主材















クロロプレンゴム系 R1・R2 とも，0.40mm および 0.80mm をクリアーしている．仕上げ材
にクロロスルフォン化ポリエチレンゴムを使用している R1 は，暴露 5 年後でも十分な性能
を維持している．しかし，R2 は仕上げ材としてハルスハイブリッド注 1)を使用しており，通
常では問題ないものの，伸びを要求される場合では閾値あたりでの性能を維持している．  
注 1)：紫外線吸収性基と紫外線安定性基（ハルス＊）を化学的に樹脂骨格に組み込んだアクリル樹脂  
 

























＊ハルス：Hindered Amine Light Stabilizer (HALS) の略語で，一般的にポリマーは，紫外線により
発生するラジカル・活性酸素等により劣化するが，ハルスはその物質を不活性化する． 
一般に HALS はヒンダードアミン系化合物で，2,2,6,6-テトラメチルピペリジン骨格を持ち，塗膜




（光劣化） R・ → ＝N－OR ← R’OO・  
hν   ↑    ↓     （光劣化） 
＝N－R → ＝N－O・ 
（光安定剤）↑  ↑ 


























































































































図 6.4.4.3 ひび割れ追従性経時変化（C1・C2・C3） 









































今回試験に供した工法は，第 5 章および第 6 章 6.4 節での検討と同様の 10 工法である． 
① エポキシ樹脂系（柔軟形を含む） 4 工法 
② クロロプレンゴム系 2 工法 
③ ウレアウレタン系 1 工法 
④ ポリマーセメント系（アクリルエマルジョン系）[柔軟形を含む] 3 工法 









ランプによる促進耐候性試験（JIS K 5600-7-7：1999 に示すサイクル A[ぬれ時間：120 分中
18 分，乾燥期間中の相対湿度：40～60％]）を行う．  
 
(2) 耐久性サイクル試験 
湿潤状態，低温状態，高温状態を一定サイクル繰り返す耐久性試験（JIS A 6909：2003 追






①キセノンランプによる促進耐候性試験 72 時間 
↓ 
②水中に 18 時間浸せき（浸せき層を設置した室内環境：23±2℃，50±5％） 
↓ 
③-20℃で 3 時間静置（恒温槽設置の室内環境：設定なし）  
↓ 
④50℃で 3 時間静置（恒温槽設置の室内環境：設定なし）  
①の促進耐候性試験を 72 時間実施した後，②～④の湿潤冷熱繰り返し試験を 4 回繰り返し






時による有意差は認められなかった．分散分析表を表 6.5.3.1 に示す． 
 
表 6.5.3.1 促進耐候性試験に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分 散 観測された分散比 F (0.05) 
工   法 48.888  9 5.432  2.475  2.250  
経   時 16.920  3 5.640  2.570  2.960  
誤   差 59.261  27 2.195  
  
      













各水準の平均値は，初期値：2.84 が，キセノン 1000 時間：1.37，キセノン 2000 時間：1.33，





























促進耐候性試験（キセノン照射 1000 時間，2000 時間，3000 時間）後におけるひび割れ追
従性の試験結果をエポキシ系 E1・E4・E5・E6 については図 6.5.3.2 に，クロロプレンゴム
系 R1・R2 およびウレアウレタン系 U1 を図 6.5.3.3 に，ポリマーセメント系 C1・C2・C3
を図 6.5.3.4 に示す． 
促進耐候性試験後のひび割れ追従性は，シート工法の E5 を除きキセノン照射することで，
初期値を下回る傾向を示している．また，キセノン照射時間の経過に伴い，低下傾向を示し
















E6 を除き，0.40mm を満足している．E6 はキセノン 1000 時間までは 0.40mm を満足してい
るが，キセノン 2000 時間では 0.10mm，キセノン 3000 時間ではひび割れ追従性試験を実施
する前（キセノン照射 3000 時間終了時点）に塗膜破断を起こし，ひび割れ追従性試験は行え
なかった． 
クロロプレンゴム系 R1・R2 とも屋外暴露試験同様，0.40mm および 0.80mm を満足してい
る．仕上げ材に膜厚が厚い R1 の方がひび割れ追従性は高いが，紫外線に対する耐久性が期
待できるハルスハイブリッドを使用した R2 は，初期値からの低下度合いは R1 に比べて低く，
十分なひび割れ追従性能を示している．  
ウレアウレタン系 U1 はひび割れ追従性としては特に問題ないものの，キセノン照射の経
時による低下傾向が著しく，キセノン照射 1000 時間後では 2.3mm，キセノン照射 2000 時間
では 1.6mm，キセノン照射 3000 時間では 1.5mm まで低下している．第 4 章で述べた見かけ
のはく離抵抗性と同様，屋外暴露の経年による劣化が著しい一例である．  
ポリマーセメント系では，C1 を除き 0.40mm（標準）および 0.80mm（伸びを要求される場
合）を満足している．6.4 節の屋外暴露による経時変化と同様，C2 と C3 は仕上げ材に同じ
アクリルシリコン系を使用し，主材はアクリルエマルジョンタイプのポリマーセメント系で
はあるが，製品の異なるポリマーセメントを使用しているためか，C3 の方が主材と仕上げ材 
























































再現している． 特にウレアウレタン系の低下傾向は著しく，第 4 章の見かけのはく離抵抗性
で見られた屋外暴露による経年劣化と同様の傾向を示した．また，ポリマーセメント系では，
仕上げ材が同じでも主材のポリマーセメントによってひび割れ追従性の低下度合いが異なる






た（表 6.5.3.2）．各水準の平均値は，初期値：2.84 が，7 サイクル：1.05，10 サイクル：0.86，
となり，促進耐候性試験であるキセノン照射に比べてひび割れ追従性の低下傾向を示したこ






















































表 6.5.3.2 促進耐候性試験に関する分散分析表 
変動要因 変 動 自由度 分 散 観測された分散比 F (0.05) 
工   法 63.171  9 7.019  2.949  2.456  
経   時 23.930  2 11.965  5.027  3.555  
誤   差 42.840  18 2.380  
  
      















シ系 E1・E4・E5・E6 については図 6.5.3.6 に，クロロプレンゴム系 R1・R2 およびウレア






た．また，促進耐候性試験後では 0.40mm を満足できなかった工法は E6 のみであったが，耐
久性サイクル試験後では E6 に加え E1 も満足できず，伸びを要求される場合の 0.80mm を満
足する工法はなかった．耐久性サイクル試験は，キセノン照射（降雨状況を含む）だけの促
進耐候性試験に比べ，水中浸漬である湿潤環境が加わることおよび 23℃ → －20℃ → 50℃ 
と変化する温度差等，過酷な劣化環境を作り出していることがわかる．  
促進耐候性試験後で 0.40mm（標準）および 0.80mm（伸びを要求される場合）を満足して
いたクロロプレンゴム系では，仕上げ材の膜厚が厚い R1 は満足したものの，R2 では 0.80mm
を上回ることができなかった．ただ，紫外線に対する耐久性が期待できるハルスハイブリッ
ドを使用した R2 は，10 サイクル後では湿潤・温度差による劣化傾向が強く表れているが，
標準（0.40mm）では特に問題なく十分なひび割れ追従性能を示している．  
 






































































































































(3) 促進耐候性試験と耐久性サイクル試験の比較  





















































































促進劣化試験としての促進耐候性試験（キセノン照射 1000～3000 時間）では，10 工法中 1
工法が初期値を上回り，キセノン照射時間が増すごとにひび割れ追従性も増加した．初期か
ら経時的にひび割れ追従性が単純に低下しているのは 10 工法中 3 工法，途中増加するが 3000
時間では低下する工法が 4 工法，残りの 2 工法は低下と増加を繰り返す場合である．促進耐
候性試験後では，10 工法中 7 工法が経時による低下傾向を示している．  















初期，屋外暴露耐候性試験 1 年・3 年・5 年および促進劣化試験の促進耐候性試験後のひび
割れ追従性試験結果を，図 6.5.4.1 にエポキシ系 E1・E4・E5・E6，図 6.5.4.2 にクロロプ
レンゴム系 R1・R2 およびウレアウレタン系 U1，図 6.5.4.3 にポリマーセメント系 C1・C2・
C3 を示す． 
 




























仕上げ材に柔軟形ウレタン系を用いた E1 は，キセノン照射 1000 時間では屋外暴露耐候性
の 3 年～5 年，キセノン照射 2000 時間ではひび割れ追従性能が上昇したため該当せず．また，
キセノン照射 3000 時間では屋外暴露耐候性の 1 年～3 年程度の劣化傾向が推定される．  
仕上げ材に柔軟形ふっ素系を用いた E4 は，キセノン照射 1000・2000・3000 時間とも屋外















ハイブリッドシート（不織布，3 軸ビニロンメッシュ繊維，ふっ素フィルムの 3 層構造）
を用いたシート工法の E5 は，キセノン照射 1000 時間では屋外暴露耐候性の 3 年程度の劣化
傾向が推定されるが， 2000・3000 時間ではひび割れ追従性能が上昇しているため該当せず． 
主材に柔軟形エポキシ系，仕上げ材にアクリルウレタン系を用いた E6 は，キセノン照射
1000 時間では屋外暴露耐候性の 1 年未満程度，2000 時間では 5 年程度，3000 時間では塗膜




1000・2000・3000 時間とも屋外暴露耐候性の 1 年～3 年程度の劣化傾向が推定される． 
ハルスハイブリッド系を用いた R2 は，キセノン照射 1000・2000 時間では屋外暴露耐候性
1 年未満程度，3000 時間では 1 年程度の劣化傾向が推定される． 
ひび割れ追従性では若干の性能差はあるものの，仕上げ材がハルスハイブリッド系ではな
い R1 は，キセノン照射 3000 時間で屋外暴露耐候性 3 年程度までの劣化傾向であるが，ハル























初期 1年 3年 5年 Xe1000 Xe2000 Xe3000
図 6.5.4.1 屋外暴露耐候性と促進劣化試験後のひび割れ追従性（E1・E4・E5・E6） 
134 
 
5 年程度，2000～3000 時間では屋外暴露耐候性の 5 年以上の劣化傾向が推定される．ただ，

















全体がポリマーセメント系の C1 は，キセノン照射 1000・2000・3000 時間では屋外暴露耐















仕上げ材にアクリルシリコンを用いた C2 は，キセノン照射 1000・2000・3000 時間とも屋
外暴露耐候性の 1 年未満程度の劣化傾向が推定される．  
同じく仕上げ材は同じであるが，主材が異なる C3 は，キセノン照射 1000・2000 時間では
屋外暴露耐候性の 1 年未満程度，3000 時間では屋外暴露耐候性の 1 年程度の劣化傾向が推定
される． 



















初期 1年 3年 5年
Xe1000 Xe2000 Xe3000
初期：11 



















初期 1年 3年 5年
Xe1000 Xe2000 Xe3000




初期，屋外暴露耐候性 1 年・3 年・5 年および促進劣化試験の耐久性サイクル試験後のひび
割れ追従性試験結果を，図 6.5.4.4 にエポキシ系 E1・E4・E5・E6，図 6.5.4.5 にクロロプ




仕上げ材に柔軟形ウレタン系を用いた E1 は，耐久性サイクル試験 7 サイクル・10 サイク
ルとも屋外暴露耐候性の 5 年以上の劣化傾向が推定される． 
仕上げ材に柔軟形ふっ素系を用いた E4 は，耐久性サイクル試験 7 サイクル・10 サイクル














シート工法で仕上げ材にふっ素系を用いた E5 は，屋外暴露耐候性 3 年・5 年でひび割れ追
従性能が向上しているため定かではないが，7 サイクル・10 サイクルとも屋外暴露耐候性の
1 年程度の劣化傾向が推定される．  
主材に柔軟形エポキシ系，仕上げ材にアクリルウレタン系を用いた E6 は，7 サイクル・10
サイクルとも試験前に塗膜破断を生じており，少なくとも 5 年以上の劣化傾向が推定される． 
 
・クロロプレンゴム系 
仕上げ材がハルスハイブリッド系ではない R1 は，耐久性サイクル試験 7 サイクルでは耐
候性 3 年～5 年程度，10 サイクルでは 5 年以上の劣化傾向が推定される．  
ハルスハイブリッド系を用いた R2 は，耐久性サイクル試験 7 サイクルでは屋外暴露耐候
性 1 年～3 年程度，10 サイクルでは 5 年程度の劣化傾向が推定される． 
ひび割れ追従性では若干の性能差はあるものの，仕上げ材がハルスハイブリッド系ではな
い R1 の方が短期間で暴露 3 年後の劣化傾向を示している．しかし，経時的にはハルスハイ




















初期 1年 3年 5年 耐久性7サイクル 耐久性10サイクル

















仕上げ材にアクリルウレタンを用いた U1 は，耐久性サイクル試験 7 サイクルでは屋外暴
露耐候性 5 年程度，10 サイクルでは 5 年以上の劣化傾向が推定される．ただ，暴露 1 年後か




全体がポリマーセメント系の C1 は，耐久性サイクル試験 7 サイクル・10 サイクルとも屋














仕上げ材にアクリルシリコンを用いた C2 は，耐久性サイクル 7 サイクルでは屋外暴露耐
候性 1 年程度，10 サイクルでは 1 年～3 年程度の劣化傾向が推定される． 
同じく仕上げ材は同じであるが，主材が異なる C3 は，耐久性サイクル 7 サイクル・10 サ
イクルとも屋外暴露耐候性 1 年未満の劣化傾向が推定される． 



























































キシ系を図 6.5.4.7 に，クロロプレンゴム系およびウレアウレタン系を図 6.5.4.8 に，ポリ
マーセメント系を図 6.5.4.9 に示す． 


































































































































































(4) 屋外暴露耐候性試験との相関性  
各促進劣化試験後のひび割れ追従性試験結果と屋外暴露耐候性試験の関係を，6.5.4 項の
(3)に示した「低下率」を用いて検討した．屋外暴露耐候性試験（1 年・3 年・5 年）と 2 種
類の促進劣化試験（促進耐候性試験および耐久性サイクル試験）の散布図を，それぞれ暴露
年数毎に図 6.5.4.10～図 6.5.4.12 に，各々の相関係数を表 6.5.4.1 に示す．  
なお，ウレアウレタン系 U1 の屋外暴露耐候性試験 1 年については，データが極端に高い
ため検討から除外した． 
 







1000 2000 3000 7 10 
1 年 0.628 0.796 0.665 0.243 0.310 
3 年 0.662 0.811 0.886 0.255 0.414 





① 屋外暴露耐候性 1 年：促進耐候性 2000 時間（r=0.796） 
② 屋外暴露耐候性 3 年：促進耐候性 3000 時間（r=0.886） 
③ 屋外暴露耐候性 5 年：促進耐候性 2000 時間（r=0.915） 
ひび割れ追従性試験は，屋外暴露耐候性試験と促進耐候性試験で良好な相関関係が得られ
ている．一方，湿潤環境や温度変化を取り入れた耐久性サイクル試験では，屋外暴露耐候性



































































































































































































































































































































































































































































































































・10 工法中 1 工法が初期値を上回り，キセノン照射時間が増すごとにひび割れ追従性も
増加する傾向が認められた． 
・初期から経時的にひび割れ追従性が単純に低下しているのは 10 工法中 3 工法，他の工
法は増加と低下を繰り返しながらも初期値を下回る傾向がみられた． 
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(3) 促進劣化試験としての促進耐候性試験（キセノン照射 1000～3000 時間）では，10 工法
中 1 工法が初期値を上回り，キセノン照射時間が増すごとにひび割れ追従性も増加する傾
向が認められた．初期から経時的にひび割れ追従性が単純に低下しているのは 10 工法中 3
工法，途中増加するがキセノン照射 3000 時間では低下する工法が 4 工法，残りの 2 工法は



















































図 7.2.1.1～図 7.2.1.3 に示す促進耐候性試験では，付着強度試験および見かけのはく離
抵抗性試験は初期値を上回る工法があり，各性能値だけでは劣化傾向を示していることが分
かり難い． 



















































図 7.2.1.4～図 7.2.1.6 に示す耐久性サイクル試験では，促進耐候性試験と同様，付着強
度試験および見かけのはく離抵抗性試験は初期値を上回る工法があり，各性能値だけでは劣




























































































































































































促進劣化後の二次物性評価として，① 付着強度試験，② 見かけのはく離抵抗性試験，③ ひ














































注意が必要である． コンクリート構造物の耐久性の回復・向上を目的とした補修計画は，  
① 対象構造物の現況調査（構造物および環境の詳細調査）  
劣化状況：ひび割れ状況，鉄筋腐食状況，塩化物イオン含有量，中性化深さ  等 
環境条件：塩害地域，凍害地域，高温多湿地域，山間部，都市部  等 
対象物の構造劣化：水まわり環境（漏水個所の有無や排水処理の形式）  
② 目的とする対策工の検討（対策工の選定：耐久性向上，劣化阻止，美観向上 等） 
③ 対象劣化対策の絞り込み（要求性能の設定：中性化，塩害，アルカリ骨材反応，凍害 等） 



















































 有機系被覆工法の一例 無機系被覆工法の一例 
プライマー エポキシ樹脂系 アクリル系 
不陸調整材 エポキシ樹脂系 ポリマーセメント系 
主  材 エポキシ樹脂系 
(柔軟型を含む) 
ポリマーセメント系 
仕上げ材 ふっ素樹脂系 アクリルシリコン系 







・環境条件：塩害地域，凍害地域，高温多湿地域，山間部，都市部  等 
・対象物の構造劣化：水まわり環境（漏水個所の有無や排水処理の形式） 
目的とする対策工の検討 
[例] 耐久性向上，劣化阻止，美観向上  等 
対象劣化対策の絞り込み（要求性能の設定）  











































































① より信頼性の高い表面被覆材の開発  






































3) 渡辺 佳彦，荒巻 智，松田 好史，山田 卓司，宮川 豊章：山陽新幹線 RC 高架橋に適用する
表面被覆工法の評価方法について，材料，Vol.58，No.8，pp691-696，2009.8 












































京都大学大学院工学研究科准教授 山本 貴士博士，助教 高谷 哲博士，安 琳博士，技官 平
野 裕一氏をはじめとする構造材料学研究室の皆様には，討議から論文作成に至るまで多大な









従性に関する研究」では，岐阜大学 名誉教授 小柳 洽博士，岐阜大学 教授 国枝 稔博士を




き，多大なるご支援とご指導を賜りました，（一財）日本塗料検査協会 元専務理事 中北 文
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部 部長 加来 伸一氏，同 西支部検査部 部長 奥野 博昭氏，同 東支部検査部長 河村 マリ
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部 部長代理 森薗 正明氏に厚く御礼申し上げます．さらに，研究を進めていく上で膨大な実
験をスムーズに進めていただいた（一財）日本塗料検査協会 技術開発部課長 勝井 要氏，同 
西支部検査第 2 課長 佃 洋一氏をはじめ，検査部職員の皆様に厚く御礼申し上げます． 
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今から約 5 年前の平成 21 年 5 月，筆者が博士後期課程に進む決心を当時 85 歳であった亡
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